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１　圏域全体の経済成長のけん引

⑴ 産業クラスターの形成、イノベーション実現、新規創業促進、地域の中堅企業等を核とした戦略産業の育成

地場産業の生産性向上、新規創業の
支援等に関すること。

創業支援の連携
・佐世保市産業支援センター内に設置しているインキュベーション（創業支援施
設）への圏域内関係自治体内の創業希望者も入居の対象とするなど、圏域内で
の広域展開（拡充）を行う。

● ● ● ● ● ● ● 7

⑵ 地域資源を活用した地域経済の裾野拡大

【重点事業】

農水産物等特産品販路拡大

・国内外での農水産物消費拡大連携イベント開催や、情報発信拠点（サイト・動
画）設置による多様な情報を発信する。
・消費地バイヤー、飲食店オーナー等への産地ツアー開催を通じた商談機会を創
設する。

● ● ● ● ● ● 6

道の駅広域連携
・圏域内の道の駅が連携し、共通パンフレット等による観光情報等の情報発信す
ることで、道の駅の認知度の向上と観光客をはじめとする来訪者の回遊性の向
上を図る。

● ● 2

共同物産展の開催
・佐世保市の中心市街地で開催されている既存イベントを活用して、連携市町か
らの出展による共同物産展を開催し、圏域内での各市町の特産品の認知度向上
と販路拡大に向けた支援を行う。

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 11

⑶ 戦略的な観光施策

国内外からの観光誘客拡大による周
遊観光の推進及び観光消費額の拡
大に関すること。

【重点事業】

広域連携による周遊観光の推進

・科学的なアプローチと専門人材投入による現状分析を行い、ターゲットを明確に
したインバウンドセールスを行うとともに、日本版DMOである佐世保観光コンベン
ション協会の基盤整備と機能を強化し、圏域内への周遊観光を促進する。

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 11

２　高次の都市機能の集積・強化

⑴ 高度な中心拠点の整備・広域的公共交通網の構築

【重点事業】

クルーズ船入港体制整備

・官民が連携し、ゲートウェイ機能を有した国際クルーズ拠点形成による観光都
市機能の強化を図り、観光客の増加、地域経済の活性化を目指す。

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 11

【重点事業】

統合型リゾート誘致推進

・長崎県と連携し導入申請に向けた実施指針の策定や、国などの関係機関に働
きかけ、長崎・佐世保のポジションの向上を図る。

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 11

【重点事業】

名切地区再整備

・名切地区の現スポーツ広場において、子育て世代のニーズが高い「屋内あそび
場」の導入をはじめ、中心市街地の賑わいの創出や、多様な世帯の交流を育む
土地利用を行うとともに、旧児童文化館一帯の斜面地について、自然環境や起伏
を活かした子どもも大人も楽しめる土地利用を行う。

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 11

【重点事業】

俵ヶ浦半島開発

・つくも苑跡地を活用し、九十九島等の自然景観を眺望できる風致公園として整
備を行う。

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 11

合
計

多様な地域資源を活用した地場産品
のＰＲ、販路拡大及び消費拡大に関
すること。

高度な交流拠点機能の整備推進に
関すること。
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⑵ 高等教育・研究開発の環境整備

大学等との連携による地域貢献及び
地域連携の推進に関すること。

【重点事業】

大学等による地域課題解決に向け
た研究の推進

・大学連携の広域展開を図るため、連携市町との定期的な会議開催による情報
共有や、九州西部地域大学プラットフォームとの共同研究を実施する。（圏域全体
の課題、連携市町の個別課題）

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 11

⑶ その他、都市機能の集積・強化

世界遺産の保全活用

・平成30年7月に、世界文化遺産に登録された「長崎と天草地方の潜伏キリシタン
関連遺産」の構成資産の保全・活用を図る。
　【構成資産】
　　・平戸の聖地と集落（春日集落と安満岳）
　　・平戸の聖地と集落（中江ノ島）
　　・野崎島の集落跡（野首集落跡、舟森集落跡）
　　・頭ヶ島の集落
　　・黒島の集落

● ● ● 3

工業団地の造成・企業誘致の推進

【平戸市】
・平戸市工業団地について、各市町の団地分譲の基本的な姿勢を踏まえながら、
企業誘致･立地活動の連携を図り、連携地域内の人材確保策と合わせ誘致活動
を実施する。
【松浦市】
・企業の受け皿となる工業団地を造成し、積極的に製造業の企業誘致を図ること
で、雇用の場を創出する。
・事業内容：東部工業団地６ha、堂山区工業団地１haの造成
【西海市】
・大島造船所に隣接する肥前大島港を埋立て、工業団地を造成する。当該事業
により造船関連企業を誘致し、新たな雇用の確保を図る。
・事業内容：工業用地約12haの造成
【伊万里市】
・七つ島工業団地など既存の工業団地や新設する伊万里東部（松浦地区）工業
団地（仮称）への製造業を中心とした企業誘致のほか、女性や大学新卒者、さら
にはＵＩＪターン希望者の就業の受け皿となり得るオフィス系企業の誘致を積極的
に推進する。
【有田町】
・有田町と佐賀県の共同による新産業集積エリアとして、工業用地約21haを確保
し、大規模企業等の誘致を推進する。

● ● ● ● ● 5

圏域内における特徴的都市機能の集
積・強化に関すること。
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圏域における交流拠点機能の連携

・圏域構成市町において、有田陶器市、波佐見陶器まつりなど、圏域内外から集
客力の高い伝統あるイベントを活用し、圏域全体の魅力向上を図る。
【波佐見町】
・毎年ゴールデンウィーク期間に開催する波佐見焼の祭典であり、近隣で個々に
開催している陶器まつりを、圏域の魅力として束ね情報を発信することで、圏域内
の人の交流を促進する。
【有田町】
・115回の伝統ある有田陶器市。圏域市町においても同時期に類似する陶器市が
実施されており、相互に連携したプロモーションを実施する。
【伊万里市】
・市内大川内山において鍋島藩窯の伝統を受け継ぐ窯元により開催される窯元
市への集客を図る。

● ● ● 3

ポートセールスの推進
・伊万里市と佐賀県伊万里港振興会により、船社や荷主等へ積極的にポートセー
ルスを行うことにより、伊万里港のコンテナ取扱量の拡大を図る。

● 1

再生可能エネルギーの推進
・伊万里市再生可能エネルギービジョンに基づく事業や佐賀大学の海洋エネル
ギー研究センターとの連携事業の実施により、再生可能エネルギーの必要性を
市民に啓発しながら導入を推進する。

● 1

平戸城大規模改修事業
・平戸観光のシンボルとして、年間６万人以上の観光客を受け入れている。天守
閣及び各櫓やライトアップ等のリニューアル、及び日本初の城の宿泊施設整備を
行う。

● 1

３　圏域全体の生活関連機能サービスの向上

⑴ 生活機能の強化

　地域医療

地域医療体制の維持・確保に関する
こと。

地域医療の確保に関する取り組み
・初期から二次救急医療体制を守るための地域課題を抽出して検討を行い、市民
への普及啓発も併せ地域医療を守るための取組みを行う。

● ● ● ● ● 5

　介護

在宅医療・介護サービスの充実及び
質の向上に関すること。

在宅医療・介護連携推進
・圏域内の多職種が連携し、情報共有シートの共通化や、圏域内で統一した研修
等、在宅医をサポートするための取り組みにより、圏域全体で支える仕組みづくり
に取り組む。

● ● ● ● ● ● 6

圏域内における特徴的都市機能の集
積・強化に関すること。
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　福祉

障がい福祉サービスの充実
・障がい福祉サービス利用者は、広域の事業所を利用していることから、圏域の
事業所の質の充実を図るため、サービス提供事業所や福祉事務所向けの研修
会（制度周知・事例研究等）等を実施する。

● ● ● ● ● ● ● 7

療育機能の改善
・療育に関わる問題解決のために、子ども発達センター医師及び各医療専門職
が、各種学習会などを開催し、積極的に同センターのスキルや能力の提供を広域
的に行うことで、市外療育関係者のスキル向上を図る。

● ● ● ● ● ● 6

病児・病後児保育室の利用に関す
る連携

・連携自治体居住者が圏域にある病児・病後児保育施設の相互利用を可能とし、
居住地や勤務先に近い施設を利用できるなど、利用者の需要に合わせたサービ
スの提供を行う。

● ● ● ● ● ● ● ● ● 9

幼児教育センターのサービス提供
・圏域内における乳幼児教育・保育の質の向上を目指した職員向けの研修・講演
会、市民向けの講演会等の合同開催を行う。

● ● ● ● ● ● ● 7

ファミリー・サポート・センターの充実
・圏域内のファミリー・サポート・センターにおいて、会員の資質向上のため、会員
養成講座や研修会の相互受講を行う。また、事業未実施の自治体に対して立ち
上げ支援を行うことで、圏域における事業の普及を図る。

● ● ● ● ● ● 6

　教育・文化

図書館相互レベルアップ（研修・講
習会の共同開催）

・圏域の図書館職員を対象とした研修の共同開催や、図書館利用者を対象とした
講習会を開催する。

● ● ● ● 4

図書館相互利用サービス（利用者
登録・貸出）

・圏域内図書館の相互利用（利用者登録・貸出）を行う。 ● ● ● ● ● ● 6

図書館相互利用サービス（貸出・返
却の配送サービス）

圏域内の図書館間の貸出・返却資料の配送を行う。
　・行政区域外図書館所蔵の資料の地元図書館への取寄せ・貸出
　・行政区域外図書館窓口で借りた資料の地元図書館での返却

● ● ● ● ● ● ● ● 8

子どものための音楽鑑賞体験教室
・小学校5年生全員を対象とした、プロのオーケストラ鑑賞体験「子どものための
音楽鑑賞体験教室」を圏域へ拡大し、鑑賞機会の充実を図る。

● 1

島瀬美術センター特別展開催
・佐世保市が実施する島瀬美術センター特別展（年に１回程度テーマを設定し、
質の高い展示）の広域展開を行う。 ● ● ● ● ● ● ● ● 8

生涯学習施設の相互利用及び文化
の振興等に関すること。

出産、子育て環境、障害者等への支
援等、福祉の充実に関すること。
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　地域振興

【重点事業】

栽培漁業の広域連携

・水産センターを活用し、栽培漁業の推進による水産資源の維持・確保のため、
関係市町への「余剰種苗の提供」から「計画生産」に移行し、種苗供給の安定化
を目指す。

● ● ● ● 4

【重点事業】

自治体PPS（新電力会社）による域
内経済循環

・新電力会社（第3セクター）を設立し、圏域内の公共施設や民間事業者への電力
供給による収益（富）を域内に留めるとともに、収益について、圏域内各市町の課
題解決に寄与し、圏域の活性化に繋がる事業の展開に充当する。

● ● ● ● ● ● 6

新規漁業者等就業支援
・新規就漁者等への研修（着業後の技術支援等）や、若年漁業従事者等の交流
（親睦、情報交換）、新規就漁者等への情報提供（中古漁船情報等）を行う。

● ● 2

水産資源の増殖対策及び漁業生産
環境等改善

・各市町が実施している栽培漁業（種苗放流）及び漁場環境調査等を共同して実
施することで、接続する漁場全体の生産環境改善および漁業者の所得向上を図
る。

● ● ● ● 4

　災害対策

災害時における相互応援体制の確
立

・自治体が災害により被災し、独自では災害応急対応が困難な場合に、水や食料
等の物資の提供、応援職員の派遣、広域における避難所開設などの応援体制に
より、被災住民への迅速な支援を行う。

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 11

防災行政に関する情報の共有及び
職員の資質向上

・防災に係る定期会議開催による情報共有、圏域職員の知識・技能等、資質向上
を目的とした研修会や訓練等を企画実施する。

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 11

　環境

エコアクション２１（事業所における
環境マネジメントシステムの取得促
進）

・圏域内事業者の環境意識の向上や環境活動につなげるため、事業者向けセミ
ナー開催により、中小企業を対象に国が推奨する環境マネジメントシステム「エコ
アクション２１」の普及に努める。

● ● 2

親子でエコチャレンジ（家庭におけ
る地球温暖化対策）

・圏域内の小学校や児童クラブと連携した環境意識の啓発事業の実施や、圏域
内自治体担当者による環境意識啓発に係る状況取り組みの情報交換、ノウハウ
共有を行う。

● ● ● ● 4

産業の振興及び就業支援、地域還元
事業の創出等、地域振興に関するこ
と。

災害発生時の相互応援体制の構築、
広域避難体制の確立等、災害対策の
充実に関すること。

低炭素・循環型社会の構築等に向け
た環境対策の推進に関すること。
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⑵ 結びつきやネットワークの強化

　地域公共交通

地域住民の生活交通の確保等、地域
公共交通の充実に関すること。

海上交通（航路）の維持・活性化
・佐世保～上五島航路の利便性の高いダイヤ形成や利用促進について、協議調
整を行う。

● ● 2

　ICTインフラ整備

オープンデータ利活用の推進に係
る取り組み

・公益財団法人九州先端科学技術研究所（ISIT）が提供する、無償のクラウドサー
ビス「BODIK ODCS」を採用し、連携市町のオープンデータポータルサイト及び広
域連携ポータルサイト（総合入口）を構築する。

● ● ● ● ● ● ● ● ● 9

情報通信インフラの共同利用
・各市町個別で調達・運用している業務システム等の共同利用により、各市町の
経費負担削減と事務軽減を図る。

● ● ● ● ● ● ● ● ● 9

　住民の交流・移住促進

【重点事業】

広域圏サポーターの創出

・させぼ移住サポートプラザを事務局として、広域圏サポーター（応援隊）創出の
取り組みを進め、移住へ繋げるための圏域の情報発信、サポーターのニーズに
応じた個別移住体験ツアーの実施や、首都圏域での共同移住相談会を開催し圏
域移住者の増を図る。

● ● ● ● ● ● ● ● 8

移住・定住連携窓口の広域圏活用
・連携自治体の広報パンフ等展示、イメージ動画の放映、移住相談受付、移住定
住イベントの共同実施等を行う。

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 11

婚活サポートの推進
・各市町が共通して利用できる婚活マッチングシステムの構築によるお見合い支
援や、各市町が実施する婚活イベント情報の共有化（一元化）と情報発信、婚活
セミナー等の合同開催を行う。

● ● ● ● ● 5

⑶ 圏域マネジメント能力の強化

　人材の育成

啓発機会の創出による圏域を担う人
材や団体の育成・確保に関すること。

男女共同参画推進啓発
佐世保市男女共同参画推進センター「スピカ」を拠点とし、講演会やセミナー等の
企画や、各市町での出前講座の開催等、男女共同参画の意識啓発を推進する。

● ● ● ● ● ● ● ● ● 9

　職員等の交流

人事交流制度による職員のスキル
アップ・意識醸成

・行政課題の克服や、ノウハウの蓄積に寄与する分野のマッチングを行い、連携
市町間での人事交流を行い、実務を通じて人材育成や業務ノウハウの習得を行
う。

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 10

教職員研修の共有連携（教育セン
ター研修の活用）

・人事異動方針により佐世保市と同一地域とされる４町の教職員に対し、佐世保
市教育センターで開催する夏季研修の一部を共有し、研修の機会を拡大する。

● ● ● ● 4

ＩＣＴを活用した利便性の向上等、多
様な分野でのＩＣＴの効果的利活用に
関すること。

圏域内外の交流の促進及び圏域の
情報発信・ＰＲ等による移住促進に関
すること。

圏域内自治体職員間等の交流促進
や研修等による公務能力の向上に関
すること。
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　マネジメント能力の強化

行政サービスの効率化や最適化等、
公共マネジメントの強化に関するこ
と。

公民連携プラットフォームの形成
・佐世保市が保有するPPPプラットフォーム機能に、案件形成支援機能を付加し、
広域（圏域全体）のプラットフォームを組成する。

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 10

事業数 全46事業 30 32 28 26 26 30 28 34 18 27 21 300


